
 

 

 

 

第３９期 
 

計 算 書 類 

 

 

 

平成２９年４月  １日から 

平成３０年３月３１日まで 

 

 

 

 

 

貸 借 対 照 表 

損 益 計 算 書 

個 別 注 記 表 

 

 

 

 

 

 

浜銀ファイナンス株式会社 

 

 



- 1 -           

 



- 2 -           

 



- 3 -           

 

個別注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法 

関連会社株式 ・・・ 移動平均法による原価法によっております。 

その他有価証券 ・・・ 原則として、期末日の市場価格等に基づく時価法によって

おります。また、売却原価は移動平均法により算定してお

ります。（評価差額は全部純資産直入法により処理しており

ます。） 

ただし、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のについては、移動平均法による原価法によっております。 

（2） デリバティブの評価基準及び評価方法 

デリバディブ取引の評価は、時価法により行っております。 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産 

① 賃貸資産 

リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の処分見積額を残存価額とする定額法（リー

ス期間定額法）を採用しております。 

② 建物付属設備及び什器備品 

定率法（ただし、平成 28 年 4 月 1 日以後に取得した建物付属設備については定額法）を採

用しております。主な耐用年数は、4～6年であります。 

（2） 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、利用可能期間（5年）

に基づいて償却しております。 

 

3. 引当金の計上基準 

（1） 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。なお、

固定化営業債権については、債権額から回収が不能と認められる額を直接減額しており、その金

額は46百万円であります。 

（2） 賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支払いに備えるため、翌期支給見込額のうち当事業年度に帰属する額

を計上しております。 

（3） 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における自己都合退職による要支給額を計上し

ております。 
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4. 収益及び費用の計上基準 

（1） リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引に係る売上高及び売上原価の計上基準 

リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、そ

の経過期間に対応する売上高および売上原価を計上しております。 

② オペレーティング・リース取引の売上高の計上基準 

リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、そ

の経過期間に対応するリース料を計上しております。 

（2） 割賦販売取引に係る売上高及び売上原価の計上基準 

割賦販売取引は、商品の引渡時にその契約高の全額を割賦債権に計上し、支払期日到来の都

度、割賦売上高およびそれに対応する割賦原価を計上しております。なお、期日未到来の割

賦債権に対応する割賦未実現利益は、繰延処理しております。 

（3） 金融費用の計上方法 

金融費用は、営業収益に対応する金融費用とその他の金融費用を区分計上しております。そ

の配分方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他の資産に区分し、その資産の期中平

均残高を基準として営業資産に対応する金融費用は資金原価として営業費用に、その他の資

産に対応する金融費用を営業外費用に計上しております。なお、資金原価は、営業資産にか

かる金融費用からこれに対応する預金の受取利息を控除して計上しております。 

 

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（1） ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理を採用することとしております。 

    なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理を採用してお

ります。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段   ヘッジ対象 

  金利スワップ   借入金 

③ ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限規定を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る金利

変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

④ ヘッジ有効性の評価方法 

    ヘッジの有効性の評価は、原則としてヘッジ開始時から有効性評価時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動

又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断するこ

ととしております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。 

（2） 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控

除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としております。 
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貸借対照表に関する注記 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 

賃貸資産 44,582百万円 

建物付属設備 0百万円 

什器備品     120百万円 

計 44,703百万円 

 

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 16,787百万円 

短期金銭債務 33,578百万円 

長期金銭債務 30,508百万円 
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税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

① 流動の部 

  

 

② 固定の部 

  

  

繰延税金資産 　

貸倒引当金 62 百万円

賞与引当金 24 百万円

未払事業税 11 百万円

その他 12 百万円

繰延税金資産小計 110 百万円

評価性引当額 △ 0 百万円

繰延税金資産合計 109 百万円

繰延税金負債

未収配当金 6 百万円

繰延税金負債合計 6 百万円

　　

繰延税金資産の純額 103 百万円

繰延税金資産

貸倒引当金 209 百万円

有価証券償却 99 百万円

減価償却超過額 100 百万円

退職給付引当金 49 百万円

その他 0 百万円

繰延税金資産小計 459 百万円

評価性引当額 △ 102 百万円

繰延税金資産合計 357 百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 1,105 百万円

繰延税金負債合計 1,105 百万円

繰延税金負債の純額 748 百万円
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関連当事者との取引に関する注記 

親会社及び法人主要株主等 

 

 

１株当たり情報に関する注記 

1. 1株当たり純資産額                    43,092円 27銭 

2. 1株当たり当期純利益                    2,363円 87銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：百万円、％)

種類

１年内返済予定の

長期借入金

長期借入金

未払費用

１年内返済予定の

長期借入金

長期借入金

未払費用

(注)取引条件および取引条件の決定方針等

　1．資金の借入の利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　2．資金の借入にかかる取引金額は、期中平均残高を記載しております。

500

利息の支払 3 0

短期借入金 -

-
400

兄弟会社等 ㈱東日本銀行 資金の借入

資金の借入 1,146

期末残高

30,508

28

直接50.0

間接25.0

利息の支払

20,461

議決権等の所有

(被所有)割合

資金の借入

資金の借入

短期借入金

科目

13,030

㈱横浜銀行親会社

53,692

229

取引金額

 被所有

会社等の

名称

取引の

内容

関連当事者

との関係


